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フ ァ ン ド 名 
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（為替ヘッジあり） 
上場取引所 東証 

コ ー ド 番 号 2621 売 買 単 位 1 口 

連 動 対 象 指 標 ＦＴＳＥ米国債 20 年超セレクト・インデックス（国内投信用、円ヘッジ・円ベース） 

主 要 投 資 資 産 国債証券 
 

管 理 会 社 ブラックロック・ジャパン株式会社 

Ｕ Ｒ Ｌ www.blackrock.com/jp/ 

代 表 者 代表取締役社長  橋本 幸子   

問合せ先責任者 
プロダクト・ソリューション部門 

プロダクト・ソリューション部 東條 健一 
(TEL)03(6703)4100 

 

有価証券報告書提出予定日 2026 年４月 10 日 分 配 金 支 払 開 始 日 2026 年２月 19 日 
 
 

Ⅰ ファンドの運用状況 
 
１．2026 年１月期の運用状況（2025 年７月 12 日～2026 年１月 11 日） 
（１）資産内訳                                                         （百万円未満切捨て） 

 
主要投資資産 

現金・預金・その他の資産 
（負債控除後） 

合計（純資産） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2026 年 １月期 149,407 99.2 1,169 0.8 150,577 100.0 
2025 年 ７月期 176,133 100.2 -378 -0.2 175,754 100.0 

 
（２）設定・解約実績                                                               （千口未満切捨て） 

 
前特定期間末 
発行済口数

(①) 

設定口数 
(②) 

解約口数 
(③) 

当特定期間末 
発行済口数(①＋②－③) 

 千口 千口 千口 千口 

2026 年 １月期 161,263 4,040 25,090 140,213 
2025 年 ７月期 172,993 9,410 21,140 161,263 

 
（３）基準価額 

 総資産(①) 負債(②) 
純資産(③) 
(① －②) 

1 口当たり基準価額 
(③/当特定期間末発行済口数) 

 百万円 百万円 百万円 円 

2026 年 １月期 153,126 2,549 150,577 1,073.91 
2025 年 ７月期 179,928 4,173 175,754 1,089.86 

 
（４）分配金 

 1 口当たり分配金 

 円 

2026 年 １月期 24 
2025 年 ７月期 21 

 
２．会計方針の変更 

（１）会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無 

（２）（１）以外の会計方針の変更 ：有・無 
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Ⅱ 財務諸表 
【iシェアーズ 米国債20年超 ETF（為替ヘッジあり）】 

（１）【貸借対照表】 

  （単位：円） 

 
前特定期間末 

（2025年７月11日現在） 
当特定期間末 

（2026年１月11日現在） 

資産の部   

流動資産   

預金 4,546,633 164,561,244 

金銭信託 22,782,598 40,849,085 

国債証券 176,133,609,049 149,407,523,728 

派生商品評価勘定 30,926,562 22,204,726 

未収入金 1,660,695,414 1,702,957,320 

未収利息 1,969,446,409 1,669,604,808 

前払費用 100,035,218 100,607,912 

その他未収収益 6,360,030 18,682,728 

流動資産合計 179,928,401,913 153,126,991,551 

資産合計 179,928,401,913 153,126,991,551 

負債の部   

流動負債   

派生商品評価勘定 2,485,063,611 661,131,831 

未払金 － 135,585,189 

未払収益分配金 1,612,638,520 1,682,566,224 

未払受託者報酬 12,072,864 11,239,357 

未払委託者報酬 55,535,249 51,701,145 

その他未払費用 8,249,779 7,542,211 

流動負債合計 4,173,560,023 2,549,765,957 

負債合計 4,173,560,023 2,549,765,957 

純資産の部   

元本等   

元本 403,159,630,000 350,534,630,000 

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△） △227,404,788,110 △199,957,404,406 

（分配準備積立金） 156,994,055 72,755,920 

元本等合計 175,754,841,890 150,577,225,594 

純資産合計 175,754,841,890 150,577,225,594 

負債純資産合計 179,928,401,913 153,126,991,551 
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（２）【損益及び剰余金計算書】 

  （単位：円） 

 
前特定期間 

（自 2025年１月12日 
  至 2025年７月11日） 

当特定期間 
（自 2025年７月12日 

  至 2026年１月11日） 

営業収益   

受取利息 3,615,147,576 3,560,575,106 

有価証券売買等損益 2,960,224,027 1,999,773,762 

為替差損益 △3,203,230,165 △3,629,711,723 

その他収益 13,702,321 12,322,698 

営業収益合計 3,385,843,759 1,942,959,843 

営業費用   

受託者報酬 25,257,987 23,371,768 

委託者報酬 116,186,914 107,510,331 

その他費用 26,492,303 23,241,392 

営業費用合計 167,937,204 154,123,491 

営業利益又は営業損失（△） 3,217,906,555 1,788,836,352 

経常利益又は経常損失（△） 3,217,906,555 1,788,836,352 

当期純利益又は当期純損失（△） 3,217,906,555 1,788,836,352 

期首剰余金又は期首欠損金（△） △242,731,854,873 △227,404,788,110 

剰余金増加額又は欠損金減少額 28,617,108,500 34,774,893,700 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金
減少額 

28,617,108,500 34,774,893,700 

剰余金減少額又は欠損金増加額 13,164,527,400 5,613,333,900 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金
増加額 

13,164,527,400 5,613,333,900 

分配金 3,343,420,892 3,503,012,448 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △227,404,788,110 △199,957,404,406 
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（３）【注記表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

公社債は個別法に基づき、原則として以下の通り時価評価しております。 

(1) 金融商品取引所等に上場されている有価証券 

金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として当該取引所等における特定期間末日において知りう

る直近の最終相場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所等に上場されていない有価証券 

当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参考統計値（平均値）、金融機関の提示する

価額（基準価額を含む）又は価格情報会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 

適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認められた場合は、委託

会社が忠実義務に基づいて合理的事由をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由

をもって時価と認めた価額で評価しております。 

 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

為替予約取引 

個別法に基づき、原則としてわが国における特定期間末日の対顧客先物売買相場の仲値で評価しております。 

 

３ 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債の円換算については原則として、わが国における特定期間末日の対顧客電信売買相場の仲値に

よって計算しております。 

 

４ その他財務諸表作成のための基礎となる事項 

外貨建資産等の会計処理 

外貨建資産等については、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第60条の規定に

基づき、通貨の種類ごとに勘定を設けて、邦貨建資産等と区分する方法を採用しております。従って、外貨の売

買については、同規則第61条の規定により処理し、為替差損益を算定しております。 

 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 

当特定期間の財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが当特定期間の翌特定期間の財務諸表に重要な影

響を及ぼすリスクは識別していないため、注記を省略しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

項目 
前特定期間末 

（2025年７月11日現在） 

当特定期間末 

（2026年１月11日現在） 

１ 当該特定期間の末日における受益

権総数 
161,263,852口 140,213,852口 

２ 投資信託財産の計算に関する規則

第55条の６第10号に規定する額 

元本の欠損 

227,404,788,110円 

元本の欠損 

199,957,404,406円 

３ １口当たり純資産額 1,089.86円 1,073.91円 
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（損益及び剰余金計算書に関する注記） 

項目 

前特定期間 

（自 2025年１月12日 

  至 2025年７月11日） 

当特定期間 

（自 2025年７月12日 

  至 2026年１月11日） 

分配金の計算過程 (自2025年１月12日 至2025年４月11日) 

 

Ａ．当期配当等収益額 

1,783,875,241円 

Ｂ．分配準備積立金 

39,502,254円 

Ｃ．配当等収益合計額(Ａ＋Ｂ) 

1,823,377,495円 

Ｄ．経費 

88,195,654円 

Ｅ．収益分配可能額(Ｃ-Ｄ) 

1,735,181,841円 

Ｆ．収益分配金 

1,730,782,372円 

Ｇ．次期繰越金(分配準備積立金)(Ｅ-Ｆ) 

4,399,469円 

Ｈ．口数 

157,343,852口 

Ｉ．一口当たり分配金(Ｆ／Ｈ×計算口数) 

11.0円 

 

(自2025年７月12日 至2025年10月11日) 

 

Ａ．当期配当等収益額 

1,889,722,960円 

Ｂ．分配準備積立金 

156,994,055円 

Ｃ．配当等収益合計額(Ａ＋Ｂ) 

2,046,717,015円 

Ｄ．経費 

80,070,182円 

Ｅ．収益分配可能額(Ｃ-Ｄ) 

1,966,646,833円 

Ｆ．収益分配金 

1,820,446,224円 

Ｇ．次期繰越金(分配準備積立金)(Ｅ-Ｆ) 

146,200,609円 

Ｈ．口数 

151,703,852口 

Ｉ．一口当たり分配金(Ｆ／Ｈ×計算口数) 

12.0円 

 

 (自2025年４月12日 至2025年７月11日) 

 

Ａ．当期配当等収益額 

1,844,974,656円 

Ｂ．分配準備積立金 

4,399,469円 

Ｃ．配当等収益合計額(Ａ＋Ｂ) 

1,849,374,125円 

Ｄ．経費 

79,741,550円 

Ｅ．収益分配可能額(Ｃ-Ｄ) 

1,769,632,575円 

Ｆ．収益分配金 

1,612,638,520円 

Ｇ．次期繰越金(分配準備積立金)(Ｅ-Ｆ) 

156,994,055円 

Ｈ．口数 

161,263,852口 

Ｉ．一口当たり分配金(Ｆ／Ｈ×計算口数) 

10.0円 

 

(自2025年10月12日 至2026年１月11日) 

 

Ａ．当期配当等収益額 

1,683,174,844円 

Ｂ．分配準備積立金 

146,200,609円 

Ｃ．配当等収益合計額(Ａ＋Ｂ) 

1,829,375,453円 

Ｄ．経費 

74,053,309円 

Ｅ．収益分配可能額(Ｃ-Ｄ) 

1,755,322,144円 

Ｆ．収益分配金 

1,682,566,224円 

Ｇ．次期繰越金(分配準備積立金)(Ｅ-Ｆ) 

72,755,920円 

Ｈ．口数 

140,213,852口 

Ｉ．一口当たり分配金(Ｆ／Ｈ×計算口数) 

12.0円 
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（金融商品に関する注記） 

Ⅰ 金融商品の状況に関する事項 

１ 金融商品に対する取組方針 

当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第４項に定める証券投資信託であり、信託約款に規定

する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品に対して投資として運用することを目的としております。 

 

２ 金融商品の内容及び金融商品に係るリスク 

当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、デリバティブ取引、コール・ローン等の金銭債権及び金銭

債務であります。当ファンドが保有する有価証券は「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「有価証券の

評価基準及び評価方法」に記載しております。 

当ファンドの主な投資リスクとして、「金利変動リスク」、「信用リスク」、「為替変動リスク」、「カント

リー・リスク」、「デリバティブ取引のリスク」、「有価証券の貸付等におけるリスク」等があります。 

当ファンドの利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。為替予約取引は、外貨建資産の時価

総額の為替変動リスクの低減を目的としており、投機を目的とする為替予約は行わない方針であります。為替予

約取引に係る主要なリスクは、為替相場の変動による価格変動リスク及び取引相手の信用状況の変化により損失

が発生する信用リスクであります。 

 

３ 金融商品に係るリスク管理体制 

（１）市場リスクの管理 

ブラックロックソリューション・グリーンパッケージプロダクションチームが日次で計測し、運用部、その他の

関係部署等にレポートをイントラネットで配信しております。また、運用ガイドラインのモニタリングはポート

フォリオ・コンプライアンスチームが行っており、ガイドライン等を逸脱していた場合、関係部署へ報告され、

適切な調整を行います。 

（２）信用リスクの管理 

ファンダメンタル債券運用部により、国内債券の個別信用リスク及び銘柄間の相対価値については独自の定量・

定性分析等を行っております。外国債券銘柄等については、社内のリサーチ・データベースによりグローバル・

クレジット・チームとの情報・分析結果を共有しております。 

（３）取引先リスクの管理 

リスク・クオンツ分析部は当社の親会社である米国の BlackRock, Inc.の RQA Counterparty & Concentration 

Risk チームと共に既存の承認済み取引先の信用悪化のモニタリングを行っており、取引先のデフォルトに対する

取引先リスク、発行体リスクのファンドへの影響を分析しております。また、新規取引先の承認に際しては、リ

スク・クオンツ分析部が新規取引先申請の内容に問題がないかどうか確認を行い、当社の親会社である米国の

BlackRock, Inc.の RQA Counterparty & Concentration Risk チームへ申請を行っております。 

 

また、毎月開催される投資委員会では、リスク管理・運用分析手法等について審議を行っております。 
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Ⅱ 金融商品の時価等に関する事項 

前特定期間末 
（2025年７月11日現在） 

当特定期間末 
（2026年１月11日現在） 

１ 貸借対照表計上額、時価及び差額 

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価

で評価しているため、貸借対照表計上額と時価と

の差額はありません。 

 

１ 貸借対照表計上額、時価及び差額 

同左 

 

２ 時価の算定方法 

（１）有価証券 

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」

に記載しております。 

（２）デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、「（その他の注

記）」の「３ デリバティブ取引関係」に記載し

ております。 

（３）上記以外の金融商品（コール・ローン等の

金銭債権及び金銭債務） 

これらの科目は短期間で決済されるため、時価は

帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

 

２ 時価の算定方法 

（１）有価証券 

同左 

 

（２）デリバティブ取引 

同左 

 

 

（３）上記以外の金融商品（コール・ローン等の

金銭債権及び金銭債務） 

同左 

 

 

３ 金融商品の時価等に関する事項の補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件

等を採用しているため、異なる前提条件等によっ

た場合、当該価額が異なることもあります。 

また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額又は計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すもので

はありません。 

 

３ 金融商品の時価等に関する事項の補足説明 

同左 

 

４ 金銭債権の特定期間末日後の償還予定額 

金銭債権については全て１年以内に償還予定であ

ります。 

 

４ 金銭債権の特定期間末日後の償還予定額 

同左 

 

 

Ⅲ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則（令和３年９月24日改正内閣府令第61号）第２条第

５項に従い、記載を省略しております。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 
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（その他の注記） 

１ 期中元本変動額 

項目 
前特定期間末 

（2025年７月11日現在） 
当特定期間末 

（2026年１月11日現在） 

期首元本額 432,484,630,000円 403,159,630,000円 

期中追加設定元本額 23,525,000,000円 10,100,000,000円 

期中一部解約元本額 52,850,000,000円 62,725,000,000円 

 

２ 有価証券関係 

前特定期間末（2025年７月11日現在） 

売買目的有価証券 

種類 
最終の計算期間の損益に 
含まれた評価差額（円） 

国債証券 861,646,403 

合計 861,646,403 

 

当特定期間末（2026年１月11日現在） 

売買目的有価証券 

種類 
最終の計算期間の損益に 
含まれた評価差額（円） 

国債証券 △3,027,012,499 

合計 △3,027,012,499 
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３ デリバティブ取引関係 

取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

区分 種類 

前特定期間末 

（2025年７月11日現在） 

契約額等（円） 
時価 

（円） 

評価損益 

（円）  
うち１年超 

（円） 

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引     

 売建     

 アメリカドル 182,322,320,149 － 184,806,408,277 △2,484,088,128 

 買建     

 アメリカドル 4,334,624,303 － 4,364,575,382 29,951,079 

合計 186,656,944,452 － 189,170,983,659 △2,454,137,049 

 

区分 種類 

当特定期間末 

（2026年１月11日現在） 

契約額等（円） 
時価 

（円） 

評価損益 

（円）  
うち１年超 

（円） 

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引     

 売建     

 アメリカドル 160,516,966,437 － 161,178,098,268 △661,131,831 

 買建     

 アメリカドル 6,740,836,391 － 6,763,041,117 22,204,726 

合計 167,257,802,828 － 167,941,139,385 △638,927,105 

（注１） 時価の算定方法 

為替予約取引 

１ 特定期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価しており

ます。 

① 特定期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」という）の対顧客先物相場が発表されて

いる場合は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。 

② 特定期間末日において当該日の対顧客先物相場が発表されていない場合は、以下の方法によってお

ります。 

・ 特定期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表されている先物

相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いておりま

す。 

・ 特定期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い

発表されている対顧客先物相場の仲値を用いております。 

２ 特定期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、特定期間末日の対顧客相

場の仲値で評価しております。 

３ 上記の算定方法にて、適正な時価と認定できない事由が認められた場合は、投資信託委託会社が忠実

義務に基づいて合理的な事由をもって時価と認めた価額で評価しております。 

（注２） 上記取引で、ヘッジ会計が適用されているものはありません。 
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